様式第２号

県営住宅事業計画書

法人等又は共同体の名称　　　　　　　　　　

１　平等利用の確保

２　施策目的の達成

３　県営住宅の管理運営方針

４　県営住宅の修繕保守方針

５　県営住宅管理に係る経費節減策

６　県営住宅管理に係る家賃収納の確保策

７　申請者の人的構成

注 １　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とすること。

２　文字の大きさは12ポイントとすること。

３　頁数の制限はありません。

４　必要に応じ、参考となる資料を添付してください。

別紙（様式第２号関係）
県営住宅事業計画書の記載について
　県営住宅事業計画書（様式第2号）は、指定管理者選定委員会による審査の対象となりますので、作成にあたっては、下記の各要素について、もれなく記載くださいますようお願いします。
記
１　平等利用の確保
入居者間及び入居資格者間等の平等な取扱いを確保する体制
（仕様書1頁「2」｢6｣、2頁「7」「8」）
２　施策目的の達成
(1) 県営住宅の施策目的を踏まえた県営住宅管理に関する基本方針及び実施方針
（募集要項1頁「B1」、仕様書1頁「1」「2」）
(2) 県営住宅管理業務における生活保護世帯、高齢者世帯など福祉に対する考え方
(3) 個人情報の保護及び守秘義務に関する考え方、具体的な対策
（募集要項3頁｢(3)②⑤⑥｣、仕様書1頁｢5⑤｣）
(4) 情報の開示、公正な行政手続きに関する考え方
（募集要項3頁「(3)③④」、仕様書1頁「5⑤」）
(5) 法令遵守（公営住宅法、県営住宅条例等）の体制づくりの考え方
（募集要項2頁「(3)①」、仕様書1頁「5」）
(6) 事業評価への取組方針（検証方法、検証結果の管理業務への反映）
（募集要項7頁「(10)」）
３　県営住宅の管理運営方針
(1) 入居者に対する県営住宅利用上の注意事項の周知徹底、指導等の方針
（仕様書14頁「Ⅱ2(5)、Ⅱ2(6)①」）
(2) 入居者のニーズの把握と業務への反映及び苦情処理等に関する体制
（募集要項7頁「(10)」、仕様書2頁「7(3)」、15頁「Ⅱ5」）
(3) 時間外（夜間、休日）サービス、現地出張サービス等の実施方針
（仕様書2頁「8」、14頁「Ⅱ2(6) ②③」）
(4) 町内会その他関係団体、県営住宅管理連絡員等との連携及び協力体制
（仕様書14頁「Ⅱ4」）
(5) 入居者等の利便性向上のための新たな提案　　　　　　 （仕様書2頁「7(4)」）

４　県営住宅の修繕保守方針
(1) 修繕（緊急・一般・空家）に関する実施体制（迅速な対応､品質確保､現地確認体制等）

（仕様書19頁「1」）
(2) 施設の保守管理に関する実施体制（安全管理、修繕計画策定を含む）
（仕様書20頁「2」）
(3) 県営住宅等の修繕保守業務の経験又はこれに類する経験を有する者の雇用
（仕様書2頁「7(2)①」）
(4) 業務の再委託先及び下請先等に対する指導体制　　　 （募集要項2頁「B2(2)」）
(5) 建物の合理的で適正な維持保全を図るための新たな提案
５　県営住宅管理に係る経費節減策　　　　　　　　　　　　（募集要項3頁「B2(5)」）
(1) 指定管理業務に係る人件費縮減内容
(2) 指定管理業務に係る事務費縮減内容
(3) 指定管理業務に係る修繕費縮減内容
(4) 指定管理業務に係る保守費縮減内容
(5) 指定管理業務に係る経費削減に関する新たな提案
６　県営住宅管理に係る家賃収納の確保策
(1) 家賃収納業務における現金取扱管理（チェック）体制　（仕様書13頁「Ⅱ2(3)」）
(2) 家賃収納業務における人員配置及び業務分担（仕様書2頁「7(2)②」、64頁「Ⅳ4」）
(3) 指定期間の終了年度における県営住宅の家賃収納率の目標値
（現在管理している賃貸住宅の家賃収納率の実績も付記）（募集要項1頁｢A1(5)｣）
(4) 家賃収納率の目標値達成のための家賃収納対策　 （募集要項1頁「A1(5)(6)｣）
(5) 家賃収納率向上のための新たな提案
７　申請者の人的構成
(1) 管理戸数に見合った組織体制・人員配置計画
（募集要項1頁「A1」、仕様書12～14頁「Ⅱ1,2,3｣、5頁｢Ⅰ｣）
(2) 防災・防犯の体制、災害・事故等緊急時の体制　　　（仕様書14頁「Ⅱ2(6)」）
(3) 資格を有する建築技術者、設備技術者等の配置（資格の種類、人数等）
（仕様書2頁「7(2)｣）

